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２００９年

2月 4号
正
規
・
非
正
規
を
問
わ
ず
、
非
道
な
解
雇
攻
撃
に
反
対
し
ま
し
ょ
う

だ
れ
も
が
将
来
に
希
望
を
持
っ
て
生
き
る
こ
と
が
で
き
る
社
会
へ

連
帯
の
力
を
大
き
く
し
ま
し
ょ
う

Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
多
摩

臨
時
社
員
不
当
解
雇
撤
回
闘
争
と
は

Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
（
親
会

社
・
ロ
ー
ム
）
の
子
会
社
で
正
社
員

の
約
束
で
契
約
更
新
を
重
ね
て
２

年
５
ヶ
月
働
い
て
い
た
男
性
（
３
５

歳
）
が
、
０
８
年
末
に
理
由
も
明

示
さ
れ
ず
解
雇
さ
れ
た
事
件
。

日
本
金
属
情
報
機
器
労
組
に
加

盟
し
て
八
王
子
地
裁
で
係
争
中
。

ＯＫＩセミコンダクタと関連企業は

親
会
社
（
ロ
ー
ム
）
の

指
示
で

吹
き
荒
れ
る

「
合
理
化
」
の
嵐

０
８
年
に
ロ
ー
ム
に

約
９
０
０
億
円
で
買
収

さ
れ
た
沖
電
気
の
半
導

体
部
門
（
約
５
５
０
０

人
）
に
今
、
関
連
会
社

の
解
散
、
人
員
削
減
な

ど
の
「
合
理
化
」
が
襲

い
か
か
っ
て
い
ま
す
。

買
収
後
、
ロ
ー
ム
と
重
複
す

る
業
務
部
門
な
ど
が
相
次
い
で

移
管
、
解
散
に
追
い
込
ま
れ
て

い
ま
す
。
例
え
ば
販
売
（
Ｏ
Ｋ

Ｉ
デ
バ
イ
ス
）
技
術
・
設
計

（
Ｏ
Ｋ
Ｉ
マ
イ
ク
ロ
デ
ザ
イ
ン
・

Ｏ
Ｋ
Ｉ
テ
ク
ノ
コ
ラ
ー
ジ
ュ
）

な
ど
。
宮
城
や
宮
崎
の
半
導
体

製
造
工
場
で
は
、
真
っ
先
に
派

遣
切
り
が
強
行
さ
れ
ま
し
た
。

宮
城
工
場
で
は
１
０
０
人
を
超

え
る
派
遣
労
働
者
が
雇
止
め

（
解
雇
）
さ
れ
、
雇
用
と
生
活

危
機
の
荒
波
に
放
り
出
さ
れ
ま

し
た
。

全
企
業
で
、
現
在
も
派
遣
労

働
者
切
り
は
拡
大
し
て
い
ま
す
。

不
況
下

空
し
さ
と
怒
り
の
退
職

ロ
ー
ム
は
従
業
員
の
一
割
削

減
を
Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ

に
迫
り
、
希
望
退
職
（
早
期
退

職
優
遇
）
を
募
り
ま
し
た
。

一
月
末
ま
で
に
約
４
０
０
人

超
が
退
職
し
ま
し
た
（
本
会
調

べ
）
５
０
代
の
幹
部
社
員
は

「
再
就
職
が
決
ま
っ
て
お
ら
ず
、

住
宅
ロ
ー
ン
の
残
や
子
ど
も
の

教
育
費
の
こ
と
を
考
え
る
と
不

安
。
辞
め
た
く
な
い
が
・
・
・
」

と
言
い
な
が
ら
の
退
職
で
し
た
。

無
念
さ
が
滲
ん
で
い
ま
し
た
。

「
派
遣
切
り
」
か
ら

臨
時
・
正
社
員
切
り
へ

解
雇
拡
大

職場新聞「オアシス」 はＯＫＩセミコンダクタと

関連企業の職場新聞です。東京のオアシスとして世界

に誇る高尾山が身近にあることから命名しました。

ＯＫＩセミコンダクタの職場を明るくする会

▼
厚
労
省
基
準
に
違
反
▲

臨
時
社
員
の
解
雇
（
別
記
）

派
遣
社
員
や
臨
時
社
員
の
不
法

解
雇
に
対
し
て
０
４
年
１
月
、

厚
生
労
働
省
が
「
有
期
労
働
契

約
の
締
結
、
更
新
及
び
雇
止
め

に
関
す
る
基
準
」
を
出
し
、
使

用
者
を
指
導
し
ま
し
た
。

Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
多

摩
は
「
契
約
期
間
が
満
了
で
雇

止
め
し
た
」
と
主
張
し
ま
す
が

「
基
準
」
に
照
ら
せ
ば
「
雇
用

継
続
と
正
社
員
へ
の
期
待
が
認

め
ら
れ
る
反
復
更
新
の
実
態
が

あ
る
の
で
”
期
間
が
き
た
か
ら
”

と
い
っ
て
雇
止
め
は
で
き
ま
せ

ん
」
。
さ
ら
に
会
社
は
裁
判
で

は
雇
止
め
に
「
本
人
が
同
意
し

た
」
「
経
営
状
態
の
問
題
で
は

な
い
」
な
ど
と
苦
し
い
言
い
逃

れ
を
し
て
い
ま
す
。

「
憲
法
２
５
条
（
生
存
権
）
、

憲
法
２
７
条

（
労
働
権
）
に
も

反
す
る
暴
挙
を
許
す
な
」
の
声

を
大
き
く
し
ま
し
ょ
う
。

（
Ｏ
Ｋ
Ｉ
セ
ミ
コ
ン
ダ
ク
タ
門
前
）



労働 規制 緩和の 流れ と主要 政党の 態度 自民 公明 共産 民主 社民 自由
違法だった労働者派遣が専門的な

労働者派遣法制定 １３業務だけとして可能に

いくら働いてもみなし労働時間で

労働基準法改悪 賃金が決まる「裁量労働制」を

専門職からホワイトカラーに拡大

２６業務の限定されていた労働者

労働者派遣法改悪 派遣を、建設、警備、港湾、製造業

などを除き原則自由に

「物」の製造業への労働者派遣の

労働者派遣法改悪 解禁、派遣期間の制限を１年から

３年に延長

パート、契約社員などの期限付き

労働基準法改悪 労働契約の期間を１年から３年に

延長、「裁量労働制」の規制緩和
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民間給与と企業の動向
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会 社 名 人 数
ＯＫＩ 300

ローム 1000
東芝 4500

富士通 700
三洋電 機 1200

シャープ 585
ソニー 16000
パナソニ ック 電工 1000
日立製 作所 7000

ルネサス 1300
富士電 機 2000
ＮＥ Ｃ 20000

日本ＩＢＭ 1300
村田製 作所 4500

パイオニア 310
パナソニック   15000

ＯＫＩセミコンダクタの職場を明るくする会 ２００９年２月 4号

「
政
治
災
害
」

企
業
の
人
件
費
削
減
の
た
め
に
、

こ
れ
ま
で
禁
止
さ
れ
て
い
た
労
働

者
派
遣
を
容
認
、
９
９
年
に
は

「
原
則
自
由
」
の
法
律
が
制
定
さ

れ
、
規
制
緩
和
が
進
み
ま
し
た
。

年
収
２
０
０
万
円
以
下
の
労
働

者
が
１
千
万
人
を
突
破
し
、
働
く

者
の
三
人
に
一
人
が
非
正
規
労
働

者
と
な
り
、
雇
用
調
整
と
し
て

「
モ
ノ
」
の
よ
う
に
切
り
捨
て
ら

れ
る
事
態
が
生
じ
て
い
ま
す
。

製
造
業
の
派
遣
・
請
負

４
０
万
人
失
業

ロ
ー
ム
お
よ
び
関
連
企
業
で
も

人
員
削
減
が
強
行
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
全
国
で
働
く
派
遣
・
請
負
労

働
者
（
製
造
業
・
約
１
０
０
万
人
）

の
う
ち
０
９
年
３
月
末
ま
で
に
は

４
０
万
人
が
失
業
の
見
通
し
で
す
。

（
業
界
団
体
試
算
）

政
党
や

労
働
組
合
の
責
任
も
重
い

「
企
業
の
利
益
優
先
」
に
手
を
貸

し
て
き
た
政
党
や
労
組
は
、
雇
用

破
壊
を
防
ぐ
施
策
に
転
換
し
、
そ

の
責
任
を
果
た
す
時
で
す
。

契
約
更
新
を
重
ね
実
質
的
に
正

社
員
と
同
じ
働
き
方
を
し
て
い
る

者
の
雇
い
止
め
は
違
法
な
の
で
行

政
指
導
が
必
要
で
す
。

「
労
働
者
派
遣
法
」
は

「
人
間
使
い
捨
て
法
」

「
君
は
明
日
で
終
わ
り
だ
」
と
「
非
正

規
切
り
」
が
自
動
車
、
電
機
を
中
心
に
拡

大
し
て
い
る
。
「
一
時
的
、
臨
時
的
」

「
常
用
雇
用
の
代
替
は
禁
止
」
「
１
年
な

ど
反
復
雇
用
者
は
直
接
雇
用
」
な
ど
の
原

則
無
視
が
横
行
し
て
社
会
問
題
に
発
展
し

て
い
る
。

あ
ら
ゆ
る
手
段
で
「
大
失
業
」
を
防
げ

大企業（資本金１０億円以上）の

内部留保金 ２２９兆円
電
機
１
６
社
で

７
万
人
超
削
減

本
会
調
べ=

下
表
の

よ
う
に
３
月
末
ま
で

の
国
内
外
で
の
人
員

削
減
計
画
（
非
正
規

含
む
）
は
脅
威
の
数

字
で
す
。2

/
7

現
在

▼
内
部
留
保
金
＝
資
本
剰
余
金

＋
利
益
剰
余
金
＋
引
当
金
な
ど

た
め
込
み
利
益
の
合
計

景気後退の今、蓄えた利益で雇用も守れ

過去１０年間、企業の利益は働く人々には還元されていません

ま
た

ま
た

企
業
の
た
め
に

「
労
働
者
は
我
慢
し
ろ
」
は×

「
派
遣
法
」
の
改
悪
で
「
雇
用
の

調
整
弁
」
と
し
て
た
使
わ
れ
た
派
遣

労
働
者
が
真
っ
先
に
解
雇
さ
れ
て
い

る
。
内
部
留
保
を
増
や
し
て
き
た
大

企
業
が
そ
の
１
％
を
取
り
崩
す
だ
け

で
雇
用
は
確
保
は
で
き
る
。
解
雇
防

止
、
雇
用
の
創
出
、
そ
し
て
雇
用
の

セ
ー
フ
テ
イ
ネ
ッ
ト
再
構
築
が
必
要
。
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